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２９年度版マニュアル配付によせて 

 

 平成２６年度から導入されました「高等学校等就学支援金」及び「高校生等

奨学給付金」制度については、高等学校に在籍する生徒と保護者の経済的な負

担を軽減するものである一方で、事務処理が大変複雑で煩雑なうえ事務量も相

当量あり、事務職員にとっては大きな負担となっています。 

 

 そのため、事務量の軽減化を目指して、事務長会と事務職員協会とが協力し

てプロジェクトチームを立ち上げ、教育庁財務課の御助言、御協力のもとに平

成２７年度に「高等学校等就学支援金事務処理マニュアル」「高校生等奨学給

付金事務処理マニュアル」が完成するに至りました。その後の改正点に対応す

るため、本協会の事務提要委員会が委員を増員し、このマニュアルをより充実

させるための改訂業務を行っているところです。この度「２９年度版」が完成

し、皆様にご覧いただける運びとなりました。       

  

 この業務は、事務室の協力体制が不可欠です。担当者のみならず、この業務

を経験したことのない方にも大変わかりやすい内容になっていますので、是非

このマニュアルを活用して制度を理解し、書類のチェックに役立ててください。

具体的には、事務処理のフローチャートや財務課からの年間スケジュール、記

入例、金銭会計システムの入力例や迷った時のためのＱ＆Ａも年々充実したも

のを記載しています。  

 

 最後になりますが、このマニュアルの改訂を行うにあたり、教育庁財務課の

適切な御指導と御助言、その他関係者の御協力に対しまして厚くお礼申し上げ

ますとともに、今後もより多くの方に活用していただけるよう引き続き活動を

続けてまいりますので、変わらぬ御支援、御協力をよろしくお願いいたします。 

  

  平成３０年２月 

              福岡県立学校事務職員協会会長 武田 美余 



制度の概要（高等学校等就学支援金） 

 

平成２６年度入学生から「高等学校等就学支援金に関する法律」が施行されました。 

これに基づく高等学校等就学支援金制度（新制度）は保護者等の所得が一定額未満とな

る生徒が、学校に申請書等を提出し、資格の認定を受け、授業料に相当する金額を就学支

援金として支給されることによって、実質、授業料を負担する必要がなくなるという制度

です。（本県では都道府県が支給すべき就学支援金を生徒の授業料に係る債務の弁済に充

てることとされているので、生徒や保護者に直接就学支援金を支給することは原則ありま

せん。） 

 

 高等学校等授業料については、平成２５年度まで原則不徴収（旧制度）となっていまし

たが、平成２５年度以前の入学者については、今後も旧制度が適用されるため原則不徴収

です。 

 一方で新制度では、未申請者や申請したが所得制限超過等の理由により不認定となった

生徒は授業料を負担する必要があります。 

 

 制度における所得基準や手続き等の概略については、以下のとおりです。 

 

１ 所得の判断基準について 

原則として親権者の市町村民税所得割額を合算して３０４，２００円未満であれば授業

料を負担する必要はありません。家庭の事情により親権者の所得がわからない場合は、誰

の所得が基準になるのかを慎重に判断する必要があります。 

  

２ 新入生の認定手続きについて 

まず新入生の合格者説明会時に制度の説明資料や申請書類を配付し、入学式等で申請書

類等を回収します。その際、申請内容が他の者にわからないよう必ず封筒に封入して提出

させる必要があります。 

 

３ その後の手順について 

（１） 認定者について 

４月に提出された申請書等（課税証明等は前年度分）に基づき受給資格を認定します。

一度認定を受けると、毎年度の収入状況が所得制限内であれば在学中は継続して就学支

援金の受給資格者（以下「受給権者」という。）となります。受給権者に対しては、６

月１日付けで受給資格認定通知書と４月～６月分授業料に対する就学支援金支給決定

（支給予定）通知書を生徒あて郵送します。 

  

（２） 不認定者について 

６月１日付けで受給資格不認定通知書及び４月分から６月分授業料の納入通知を生徒

あて郵送します。 



  

（３） ７月以降の手続きについて 

受給権者に毎年度７月１０日までに収入状況届出書に課税証明書等（当年度分）を添

えて提出させ、就学支援金の受給資格について判定を行います。所得制限基準内であれ

ば７月～翌年６月分の授業料に充てる就学支援金支給決定（支給予定）通知書を、基準

以上の場合には、受給資格消滅通知書（７月～翌年６月分）及び７月～９月分授業料の

納入通知を９月１日付けで郵送します。受給権者が就学支援金の受給を放棄した場合に

は、受給資格消滅通知書（７月～翌年６月分）及び７月～９月分授業料の納入通知を７

月１日付けで郵送します。 

また、４月時の未申請者及び不認定者が７月に申請して受給資格が認定された場合は

９月１日付けで受給資格認定通知書と７月～翌年６月分授業料に充てる就学支援金支給

決定（支給予定）通知書を郵送します。認定されなかった場合は受給資格不認定通知書

（７月～翌年６月分）及び７月～９月分授業料の納入通知を９月１日付けで郵送します。 

  

（４）財務会計事務手続きについて 

就学支援金を授業料に充てるには、授業料の調定、就学支援金の予算要求及び支出負

担行為・支出命令等を行う必要があります。詳しくは２９教財第４４号「高等学校等就

学支援金に係る財務会計事務等について」を参照してください。なお、授業料の調定に

際し就学支援金を充てる略科目コードと充てない略科目コードが異なるので注意して下

さい。（財務課参考資料参照） 

  

（５）個人情報の取扱いについて 

本制度では生徒及び保護者等の個人情報を多分に取り扱うため、事務処理中に机上に

申請書等を放置して他人の目にふれたり、ファイルの保管状況が悪くて情報漏洩が起き

たりすることがないよう、関係書類等の取扱いには十分注意する必要があります。 
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３月２０日頃 　①就学支援金周知文書

（合格者説明会）

３月２４日 　　　関する確認書(黄色）

（提出期限） （授業料０円で入力）

　③高等学校等就学支援金受給資格

　　　認定申請書（様式１号）(ピンク色）

　④提出用封筒

４月７日頃
（入学式）

　①高等学校授業料の取扱いに

　　　関する確認書(黄色）

  ※異動連絡票提出のため、他の書類

 がそろわなくても、「申請」か「申請しな

 い」の意思確認

４月７日～ 　①高等学校等就学支援金受給資格

4/10異動連絡票提出（未申請者分） 　　　認定申請書・収入状況届出書

　授業料0円→9,900円 　　　（様式１号）(ピンク色）

　（反映分4/19納入通知書完成）

４月２０日 異動連絡票提出（最終期限）

　授業料0円→9,900円

　（反映分4/28納入通知書完成） ●「平成２９年度student」に必要事項を入力

※併せてパスワードを設定

●「平成２９年度高等学校等就学支援金整理票」

と「受給資格認定結果一覧」を作成

５月２５日

５月末日
（支払請求書は

６月１日以降）

６月１日 　　　認定について（様式２）

①高等学校等就学支援金の 　　　（支給予定）通知書（様式４）

　　受給資格認定について（様式３）

６月上旬
②４月から６月分授業料について（通知）

６月９日 異動連絡票提出（不認定者）

授業料0円→9,900円 ③納入通知書（財務会計システム出力）

６月分以降の異動を行い、４．５月分の異動は行わない 授業料（遡及分）調定（４月～５月）略科目コード〔2244〕

各通知書は6/1付で通知する。

認定審査

※追加資料の提出
又は訂正等につい
ては、４月末日まで
に完了しなければな
らないが、弾力的に
取り扱う。（事務処理
要領Ⅰ（２）②参照）

刷・封入れ（窓空き封筒使用）

※公印印影印刷受払簿を作成

●就学支援金認定通知書・不認定通知書の印

手購入起案（令達有り）

●就学支援金認定通知書・不認定通知書の切

※まず、福岡県県立高等学校等就学支援金交付要綱と高等学校等就学支援金事務処
理要領（新制度）を熟読しましょう！！

・就学支援金分授業料調定（４～６月分）
略科目コード〔2243〕
・不認定者分授業料個別調定（４～５月分）
略科目コード〔2244〕 →納入通知書出力
・不認定者分授業料一括調定（６～９月分）
略科目コード〔2191〕

確認書
全生徒→学校

※申請の有無等
が他の生徒に明ら
かにならないよう
注意すること。

※やむを得ない理
由で申請できない
場合は、弾力的な
取扱いを行うこと。
（事務処理要領Ⅰ
（６）参照）　②所得を証明する書類

平成２９年度高等学校等就学支援金（○年生

第○期分）支払請求書（様式１）の起案

 前籍校での受給状
況等を確認するこ
と。
（消滅通知等）

提出用封筒に入
れて同時に回収
（４月１０日期限）

支出負担行為決議書兼支出命令書を出力

就学支援金事務に係るフローチャート（６月1日認定分）

5/16前期納入通知書完成（配付
時は他の生徒に金額がわからな
いよう注意）

各通知書は必ず郵送する。（生徒
手渡し不可）
財務課より郵送代令達有り

・未申請者
　４～９月分授業料一括調定（入学日付）
　略科目コード〔２１９１〕
 （未申請者が後日申請して認定された場
合は減額調定する）

第１四半期就学支援金予算要求
書提出期限（財務課様式４）

合格者説明会
制度周知文書等配付

学校→全生徒

申請しない 申請する

申請書・所得に関する証明書等
対象生徒→学校

不認定 認定

学校マスター提出（銀行）

授業料徴収者（未申請者）の納入金は異
動連絡分の納入通知書が届いてから納
入する。（9,900円の記載がない納入通知
書で納入した場合は9,900円を別途財務
会計システムで調定し、財務会計システ
ムで作成した納付書で納付しなければな
らなくなるので注意)

　①高等学校等就学支援金受給資格

　②高等学校等就学支援金支給決定

　②高等学校授業料の取扱いに

１ フローチャート（１）６月１日認定分
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６月１日頃 　①就学支援金所得確認及び奨学給付金周知文書

　　　奨学給付金にかかる確認書(緑色）

　　　認定申請書・収入状況届出書

　　　（様式１号）（ピンク色）

　④提出用封筒

６月２５日頃

７月１日

７月１０日 ・４～６月分支援金不受給の申請者（新規）

　異動連絡票提出期限

　（７月分以降授業料９，９００円 → ０円）

   （７月分以降授業料０円→９，９００円） 　　　認定申請書・収入状況届出書

　　　（様式１号）（ピンク色）

８月２５日

（事務処理要領Ⅰ（２）②参照）

９月１日

　　　（支給予定）通知書（様式４）

＜７月１日付け通知分＞

①高等学校等就学支援金の

　　受給資格の消滅について（様式５）

　①高等学校等就学支援金受給資格

９月上旬 ②７月分以降の授業料について（通知） 　　　認定について（様式２）

　②高等学校等就学支援金支給決定

　　　（支給予定）通知書（様式４）

９月８日

＊　認定審査の際に行うこと

●「平成２９年度student」に必要事項を入力

＜９月１日付け通知分＞ ※併せてパスワードを設定

１０月１日

１１月２４日 ②７月から９月分授業料について（通知）

③納入通知書（財務会計システム出力）

１２月１日 刷・封入れ（窓空き封筒使用）

各通知書は9/1付で通知する。 ※公印印影印刷受払簿を作成

２月２３日

３月１日

就学支援金事務に係るフローチャート（９月1日認定分）

確認書等書類配付
学校→全生徒

　②高等学校等就学支援金及び高校生等

　③高等学校等就学支援金受給資格

※追加資料の提出又は訂正等について
は、７月末日までに完了しなければなら
ないが、弾力的に取り扱う。

確認書
全生徒→学校

申請しない 申請する

　②所得を証明する書類

　①高等学校等就学支援金受給資格 ※申請の有無等
が他の生徒に明ら
かにならないよう
注意すること。

４月～６月分支援金不受給者に対して
は、高等学校等就学支援金受給資格
認定申請書（様式１号）の□にチェック
を入れて配付

第２四半期就学支援金予算要求書
提出期限（財務課様式４）

届出書・所得に関する証明書
等

対象生徒→学校

・受給権放棄者の異動連絡票提出期限

①高等学校等就学支援金及び高校
生等奨学給付金にかかる確認書

　　　　　　　　　　　　（緑色）

資格確認
認定審査

・高等学校等就学支援金の受給資格の消滅につい
て（様式５）等を郵送

提出用封筒に入
れて同時に回収
（７月１０日期限）

※やむを得ない理
由で申請できない
場合は、弾力的な
取扱いを行うこと。
（事務処理要領Ⅰ
（６）参照）

受給権放棄者
・授業料一括調定（７～９月分）個別
略科目コード〔2191〕

授業料調定（１～３月）就学支援金分
　略科目コード[2243]

資格消滅

予算要求　期限

予算要求　期限

・未申請者・不認定者
　授業料調定（１０月～３月）
　略科目コード[2191]

異動連絡票提出（資格消滅・不認定者）
　（９月分以降授業料０円→９，９００円）

支出負担行為決議書兼支出命令書を出力
※第２四半期のみ支払い終了後、高等学校
等就学支援金整理票（様式２）を財務課学校
予算係へＦＡＸで提出すること。

・認定継続者・新規認定者
　9/1就学支援金分授業料調定（７～９月分）
　全日制課程授業料（就学支援金）
　略科目コード[２２４３]

・新規認定者
　７～９月分減額調定（9月1日付）

・資格消滅者、不認定者
　７～８月分授業料個別調定
　略科目コード[２２４４]　→納入通知書出力
　
　９月分授業料一括調定
　略科目コード[２１９１]

不認定・資格消滅

①（不認定者）高等学校等就学支援金の
受給資格認定について（様式３）
（資格消滅者）高等学校等就学支援金の
受給資格の消滅について（様式５）

●就学支援金認定通知書・不認定通知書の印

授業料調定（10～12月）就学支援金分
　略科目コード[2243]

各通知書は必ず郵送する。（生徒
手渡し不可）
財務課より郵送代令達有り

支給決定

※まず、福岡県県立高等学校等就学支援金交付要綱と高等学校等就学支援金事務処理
要領（新制度）を熟読しましょう！！

　①高等学校等就学支援金支給決定

９／１新規認定者は下記通知

●就学支援金認定通知書・不認定通知書の切

手購入起案（令達有り）

●「平成２９年度高等学校等就学支援金整理票」
と「収入状況審査結果一覧」を作成
（新規認定の場合は「受給資格認定結果一覧」）

通知書は７/1付で通知する。

通知書は必ず郵送する。（生

徒手渡し不可）

財務課より郵送代令達有り

１ フローチャート（２）９月１日認定分
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0
円
）

定
時
制

（
資
格
消
滅
・
不
認
定
者
）
7
～
9
月
分
授
業
料
調
定
（
業
務
【
3
0
1
】
（
一
般
・
個
別
）
　
シ
ス
テ
ム
区
分
：
一
般
）

　
・
7
,8
月
分
授
業
料
財
務
会
計
納
入
通
知
書
　
学
校
→
生
徒

支
援
金

全
日
制
就
学
支
援
金
支
給
対
象
者
7
～
9
月
分
授
業
料
調
定

（
申
請
）

定
時
制
（
業
務
【
3
0
1
】
（
一
般
・
個
別
）
　
シ
ス
テ
ム
区
分
：
一
般
）

　
・
資
格
認
定
通
知
（
様
式
2
）
学
校
→
生
徒

通
信
制

　
・
支
給
決
定
(予
定
）
通
知
書
（
様
式
4
）
学
校
→
生
徒

上
旬

支
援
金

全
日
制
就
学
支
援
金
負
担
行
為
兼
支
出
命
令
（
公
金
振
替
）

　
・
資
格
不
認
定
通
知
（
様
式
3
）
学
校
→
生
徒

～
定
時
制
　
　
※
　
学
校
長
決
裁

　
・
7
,8
月
分
授
業
料
財
務
会
計
納
入
通
知
書
　
学
校
→
生
徒

通
信
制

2
1
日
（
資
格
消
滅
・
不
認
定
者
）
7
，
8
，
9
月
分
授
業
料
納
期

※
7
，
8
月
分
授
業
料
は
財
務
会
計
納
入
通
知
書
で
納
入

※
様
式
番
号
は
交
付
要
綱
の
様
式
番
号就
学
支
援
金
事
務

授
業
料
徴
収
事
務

奨
学
給
付
金
事
務

財
務
会
計
事
務

7
日
申
請
書
・
保
険
証
写
し
等

対
象
者
　
→
　
学
校

～
2
7
日

給
付
金

支
出
負
担
行
為
及
び
支
出
命
令
(学
校
長
決
裁
）

認
定

審
査

認
定

審
査

認
定

審
査

就
学
支
援
金
と
合
わ
せ
た
確
認
書

合
格
者
説
明
会
以
降
、
書
類
受
領
可
。

た
だ
し
、
申
請
日
は
平
成
2
9
年
4
月
以
降
の
日
付

※
日
に
ち
の
印
字
は
し
な
い
こ
と

書
類

提
出

未
申
請
者
分
を
配
付
し
な
い
こ
と
。

未
申
請
者
分
は
４
/1
9
完
成
納
入
通
知
書
で
納
入

非
課
税
世
帯
・
生
活
保
護
受
給
世
帯
の
み
に

申
請
書
を
配
付
す
る
こ
と

書
類

提
出

支
給

対
象

確
認

確
認
書
で
所
得
基
準
を
超
過
し
て
い
る
た
め
、

収
入
状
況
届
を
提
出
し
な
い
旨
を
申
立
て
た
者

の
み
受
給
消
滅
通
知
を
行
う
こ
と
。

6
月
分
以
降
の
授
業
料
の
異
動
を
行
い
、
4
，
5
月
分

授
業
料
の
異
動
は
行
わ
な
い
こ
と
。

9
月
分
以
降
の
授
業
料
の
異
動
を
行
い
、
7
,8
月
分

授
業
料
の
異
動
は
行
わ
な
い
こ
と
。

書
類
不
備
等
や
申
請
遅
れ
を
除
き
、
期
日
ま
で
に

適
切
に
申
請
し
た
者
に
つ
い
て
は
、
必
ず
７
月
中

に
支
給
を
行
う
こ
と

２ スケジュール
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３ 提出書類の記入例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



３ 提出書類の記入例（１）入学時（６月１日認定分） ア 制度周知、手続き説明用チラシ 

 

 

高等学校等の授業料について 

～高等学校等就学支援金のお知らせ～ 
 

世帯収入が一定額未満（★）の場合、授業料に充てるための高等学校等就学支援金

の支給を受けることができ、授業料が実質無償になります。  

 

★保護者等の市町村民税所得割額の合算が３０４，２００円未満  

   （年収の目安）保護者のうち一方が働き、高校生１人、中学生１人の４人世帯で年収９１０万円未満程度 

 

■ 支給額（授業料に充てる額）は・・・？                

 

＜公立高等学校の場合＞ 授業料相当額 

             全日制（月額）     9,900円 

                         定時制（月額） 

               ・単位制以外    2,600円 

               ・１年で履修する単位制 130 円／１単位あたり 

               ・半年で履修する単位制 260 円／１単位あたり 

             通信制（年額）       300 円／１単位あたり 

 

■ 就学支援金の支給を受ける（授業料に充てる）には・・・？       

 

高等学校等就学支援金の支給を受けるには、申請書に市町村民税所得割額を証明す

る書類を添えて、申請していただく必要があります。 

 

■ 必要な申請手続とは・・・？                     

 

① 課税証明書類を準備  

→「住民税の市町村民税所得割額が記載された書類」を準備。（裏面参照）  

② 申請書（ピンク色の用紙）に記入  

→「高等学校等就学支援金受給資格認定申請書」（ピンク色の用紙）に必要事項を記入。  

③ 確認書（黄色の用紙）に記入    

→「確認書（高等学校授業料の取扱いに関する確認書）」（黄色の用紙）に必要事項を記入。  

④ ①～③を合わせて平成２９年●月●日（ ）までに提出  

  ※ 市町村民税所得割額が 304,200 円以上などの理由で申請しない場合は、③の確認書（黄色の用紙）の

み提出してください。  

 

本制度では「申請」がなければ、授業料を全額ご負担いただくことになります。 

申請の際、課税証明書類が必要となりますので、準備をお願いします。  
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平成２９年度入学予定のみなさんへ 



３ 提出書類の記入例（１）入学時（６月１日認定分） ア 制度周知、手続き説明用チラシ 

 

■ 課税証明書類として使用するもの                   

 

 ① サラリーマンで住民税を「給与から天引き」で納めている方         

  勤務先が１つで、給与所得以外の所得がない方は、平成２８年５～６月に勤務先

から配付された住民税の「特別徴収税額の決定・変更通知書」の写しを課税証明書

類として提出してください。 

  

 

 ② 主に個人事業主で確定申告を経て住民税を「納付書払い」で納めている方   

  平成２８年６月に市町村から配付された住民税の「納税通知書」（年度と市町村

民税所得割額が分かる部分）の写しを課税証明書類として提出してください。  

 

 ③ 生活保護（生活扶助）を受けられている方                 

  平成２８年１月１日現在、生活保護法による生活扶助を受けている世帯は、「生

活保護受給証明書」の写しを課税証明書類として提出してください。  

 

  

■ 通知書を紛失した場合等 

課税証明書類の呼び名が自治体によって異なることがありますが、①市町村民税所得割

額 ②扶養状況が確認できる課税証明書類（写し可）が利用できます。  

 ～以下の点にご留意ください～  

  ・ 課税証明書類は市町村の窓口で発行されます。  

  ・ 課税証明書類の発行には手数料（１通につき約３００円程度：自治体により違いあり）が必要です。  

  ・ 代理の者が申請する場合、家族であっても本人からの委任状が必要です。  

 

 

 

 

 

問合せ先：福岡県立●●高等学校事務室 電話：×××‐×××‐×××× 
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「市民税」の「所得割額」の 保護者等の合算額が 

304,200円未満の場合、就学支援金が支給されます。 

 

２８ 

年度が切れないように写し

をとってください 
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３ 提出書類の記入例（１）入学時（６月１日認定分）　イ　受給資格認定申請書（様式1)記入例　
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３ 提出書類の記入例（１）入学時（６月１日認定分）　イ　受給資格認定申請書（様式1)記入例　
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３ 提出書類の記入例（１）入学時（６月１日認定分）　イ　受給資格認定申請書（様式1)記入例　
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３ 提出書類の記入例（１）入学時（６月１日認定分）　イ　受給資格認定申請書（様式1)記入例　
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３ 提出書類の記入例（１）入学時（６月１日認定分）　イ　受給資格認定申請書（様式1)記入例　

10



３ 提出書類の記入例（１）入学時（６月１日認定分）　イ　受給資格認定申請書（様式1)記入例　
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３ 提出書類の記入例（１）入学時（６月１日認定分）　イ　受給資格認定申請書（様式1)記入例　
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３　提出書類の記入例（１）入学時（６月１日認定分）　ウ　記入上の注意（別紙）

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ 「学校の種類・課程・学科」の欄には，｢①高等学校（全日制）｣，｢②高等学校（定時
制）｣，｢③高等学校（通信制）｣，｢④中等教育学校（後期課程）｣，｢⑤特別支援学校（高
等部）｣，「⑥高等専門学校（１～３学年）」，「⑦専修学校（高等課程）昼間学科」，
「⑧専修学校（一般課程）昼間学科」，「⑨専修学校（高等課程）夜間等学科」，「⑩専
修学校（一般課程）夜間等学科」，｢⑪専修学校（高等課程）通信制学科｣，「⑫専修学校
（一般課程）通信制学科」，「⑬各種学校（外国人学校）」，「⑭各種学校（その他）」
の別を記入してください。

【２．保護者等の収入の状況について】の欄は，次によって記入してください。

イ 課税証明書等は通常毎年６月中に発行されるため，４～６月の支給については，前年度の
課税証明書等（前々年の所得を証明するもの）を添付し，７月～翌年３月については，今
年度の課税証明書等（前年の所得を証明するもの）を添付してください。なお，７月以降
に課税証明書等を添付し，支給要件を満たすことが確認された生徒は，原則として，翌年
６月まで支給を受けることができます。

①において現在通っている学校の在学期間の始期について記入してください。

過去に高等学校等に在学したことがある場合には，②において当該学校の在学期間につい
て記入してください。

これまでに就学支援金を受給した期間がある場合は，受給事由が消滅した旨の通知又は受
給の実績を証明する書類を提出してください。

「高等学校等」とは，国公私立の高等学校，中等教育学校の後期課程，特別支援学校の高
等部，高等専門学校（第１学年から第３学年まで），専修学校及び各種学校のうち高等学
校の課程に類する課程を置くものとして文部科学省令で定めるものをいいます。

「支給停止期間等」とは，就学支援金の支給が停止された期間及び日本国内に住所を有し
ていなかった期間をいいます。また，所得制限に係る要件に該当することとなった場合に
高等学校等を休学していた期間，平成22年４月１日より前に公立高等学校等（公立の高等
学校，中等教育学校の後期課程及び特別支援学校の高等部並びに高等学校等就学支援金の
支給に関する法律施行規則第１条第１項第２号に掲げる専修学校の一般課程及び同項第３
号に掲げる各種学校）以外の高等学校等を休学していた期間，平成26年４月１日より前に
公立高等学校等を休学していた期間も含みます。

【１．高等学校等の在学期間について】の欄は次によって記入してください｡

（別紙）

高等学校等就学支援金について

　本制度は，家庭の状況にかかわらず，全ての意志ある高校生等が安心して勉学
に打ち込める社会をつくるため，国の費用により，生徒の授業料に充てる高等学
校等就学支援金を支給し，家庭の教育費負担を軽減するものです。

　社会全体の負担により，生徒の学びを支えることを通じて，将来，我が国社会
の担い手として広く活躍されることが期待されています。

記入上の注意
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３　提出書類の記入例（１）入学時（６月１日認定分）　ウ　記入上の注意（別紙）

ロ

ハ

ニ

ホ

（注）

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

保護者とは，親権を行う者（親権を行う者のないときは，未成年後見人）をいい，次の①
～⑤は除きます。
　①児童福祉法第33条の２第１項，第33条の８第２項又は第47条第２項の規定により
　　親権を行う児童相談所長
　②児童福祉法第47条第１項の規定により親権を行う児童福祉施設の長
　③法人である未成年後見人
　④民法第857条の２第２項に規定する財産に関する権限のみを行使すべきこととされ
　　た未成年後見人
　⑤その他生徒の就学に要する経費の負担を求めることが困難と認められる保護者

【２．保護者等の収入の状況について】(２)②に該当するときは，必ず「親権者」全員の
状況を確認の上，記入してください。
　（２）②ウの「家庭の事情によりやむを得ず，親権者の１人の課税証明書等を添付でき
ない場合」とは，例えば，ドメスティックバイオレンス，養育放棄等の事情が存在する場
合が該当します。この「家庭の事情によりやむを得ず，親権者の課税証明書等を添付でき
ない場合」は，（２）④から⑥までの「親権者が存在しない場合」に含まれます。

【２．保護者等の収入の状況について】(２)①又は③に該当するときは，保護者全員の課
税証明書等を添付してください。

【２．保護者等の収入の状況について】(２)④又は⑤に該当するときは，生徒本人又は主
として生徒の生計をその収入により維持している者（医療保険各法（注）における扶養者
等）の課税証明書等を添付してください。また，主として生徒の生計をその収入により維
持する者がいるかどうかについて確認できる書類（生徒の健康保険証等の写し等）を添付

医療保険各法とは，健康保険法，船員保険法，国民健康保険法，国家公務員共済組合
法，地方公務員等共済組合法又は私立学校教職員共済法をいいます。

正当な理由がなく都道府県（文部科学省）が定める期限までに収入状況届出書の提出がな
されないときは，就学支援金の支払が一時差し止められる場合がありますので，必ず提出
してください。

保護者が課税期日に日本国外に在住することにより保護者のうち一部又は全員の所得に関
する書類を提出できないときは，就学支援金の加算支給はされません。

　備考　この用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。

留意事項

４月に入学した新入生は，原則として４月中に申請を行う必要があります。また，転校の
場合も，原則として転校した月のうちに申請を行う必要があります。

過去に国公私立を問わず高等学校等（修業年限が３年未満のものを除きます。）を卒業し
又は修了したことがある場合には，就学支援金の受給資格はありません。また，高等学校
等に在学した期間（定時制・通信制等に在学した期間は、その月数を１月の４分の３に相
当する月数として計算。）が通算して３６月を超えた場合も受給資格はありません。（た
だし，支給停止期間等は含めません。）

２つ以上の課程に在学している場合は，いずれか１つの課程を選んで申請をしてくださ

偽りその他不正の手段により就学支援金の支給をさせた場合は，高等学校等就学支援金の
支給に関する法律第11条及び第21条の規定に基づき，不正利得の徴収や刑罰に処されるこ
とがあります。

受給資格の認定を受けた後は，原則毎年，都道府県（文部科学省）が定める期限までに，
収入状況届出書を提出する必要があります。また，保護者等や収入の状況に変更があった
場合にも，収入状況届出書を提出する必要があります。
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福岡県教育委員会　殿

　以下の空欄に生徒本人が署名すること。（保護者による代筆も可能です。）

名

【申請について】

　該当するものにチェックを入れること。

上記①、②以外の者は原則として「申請する」にチェックを入れること。

（４月）

福岡 太郎

平成２９年　４月　●日

（高等学校授業料の取扱いに関する確認書）

　授業料の納付を不要とするための申請に関して、以下のとおり申し立てます。

ふりがな ふくおか たろう

確認書

生徒の氏名 姓

全員必ず提出してください。

保護者等の
連絡先 　（ＴＥＬ）　０９０　-　１２３４　-　５６７８

　□　申請しない
理
由

□

①　保護者等の所得が明らかに所得制限基準額を上回るため

※所得制限基準額とは市町村民税所得割額の保護者等合算額が304,200円未満で
あること。

　□　申請する
　（ピンク色の用紙）
　「高等学校等就学支援金受給資格認定申請書（様式１）」
　　に課税証明書類を添付して、申請します。

　申請を行わない場合は、授業料を納付する必要があります。

□
②　他の高等学校を卒業した後の再入学であるため

※法令上、一度高等学校を卒業している者は制度の対象外であること。

✔

必ず該当する項目にチェックを入れてください。

３ 提出書類の記入例（１）入学時（６月１日認定分）　エ　確認書（高等学校授業料の取扱いに関する確認書）記入例
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高等学校等の授業料について
～就学支援金の再確認のお知らせ～

就学支援金（高等学校等就学支援金）を受け、授業料が実質無償になっている方は、毎年７月

に市町村民税所得割額（★）の確認を行う必要がありますので、必ず手続きを行ってください。

★保護者等の市町村民税所得割額の合算が３０４，２００円未満であれば、支給継続となります。

（年収の目安）保護者のうち一方が働き、高校生１人、中学生１人の４人世帯で年収９１０万円未満程度

■ 必要な申請手続

新規で

申請する

今回も

申請しない

現在、就学支援金を

受給している

現在、就学支援金を

受給していない

在校生のみなさんへ

保護者等の所得が
明らかに所得制限基
準額を上回るため

今回は

申請しない

継続して

申請する

・確認書

（緑色の用紙）

・確認書（緑色の用紙）

・受給資格認定申請書・収入状況届出書（ピンク
色の用紙）

・課税証明書類（住民税の「市町村民税所得割額」が

記載された書類（裏面参照））

・確認書

（緑色の用紙）

１年生には、受給資格認定通知又は不認定通知を平成２９年６月１日（木）に学校から郵
送しています。なお、４月に申請をしていない方には通知は届きません。

該当する必要書類を準備・記入の上、
平成２９年６月●●日（ ）までに提出してください。

必
要
書
類

現
在
の
状
況

確
認
対
象
者

３ 提出書類の記入例（２）収入状況再確認時（９月1日支給決定、入学時未申請者新規認定分）　ア　制度周知、手続き説明用チラシ
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■ 通知書を紛失した場合等

課税証明書類の呼び名が自治体によって異なることがありますが、①市町村民税所得割

額 ②扶養状況が確認できる課税証明書類が利用できます。

～以下の点にご留意ください～

・ 課税証明書類は市町村の窓口で発行されます。

・ 課税証明書類の発行には手数料（１通につき約３００円程度：自治体により違いあり）が必要です。

・ 代理の者が申請する場合、家族であっても本人からの委任状が必要です。

① サラリーマンで住民税を「給与から天引き」で納めている方

勤務先が１つで、給与所得以外の所得がない方は、今年の５～６月に勤務先から配布さ

れている住民税の「特別徴収税額の決定・変更通知書」の写しを課税証明書類として提出

してください。

③ 生活保護を受けている方

平成２９年１月１日現在、生活保護法による生活扶助を受けている世帯は、「生活保護

受給証明書」の写しを課税証明書類として提出してください。

「市民税」の「所得割額」の保護者等の合
算額が304,200円未満の場合、就学支援
金が支給されます。

問合せ先：福岡県立○○高等学校 事務室 電話：○ ○ ○ － ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○

② 主に個人事業主で確定申告を経て住民税を「納付書払い」で納めている方

今年の６月に市町村から配布されている住民税の「納税通知書」（年度と市町村民税所

得割額が分かる部分）の写しを課税証明書類として提出してください。

■ 課税証明書類として使用するもの

・課税証明書類は、今回の収入状況の再確認と同じものを利用できます。

・ただし、保護者（親権者）全員分の課税証明書類が必要です。
（所得控除の対象となっている配偶者の分も省略することができません）

また、7月１日現在、生活保護（生業扶助）を受給している世帯は、そのことがわ
かる証明書類が必要です。

自治体によって、課税証明書類の発行可能時期に差異があります。
→ 事前にお電話等で確認されることをオススメします。

★★★高校生等奨学給付金を申請される場合★★★

２９

年度が切れないように
写しをとってください

３ 提出書類の記入例（２）収入状況再確認時（９月1日支給決定、入学時未申請者新規認定分）　ア　制度周知、手続き説明用チラシ
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３ 提出書類の記入例（２）収入状況再確認時（９月1日支給決定、入学時未申請者新規認定分）　イ　受給資格認定申請書・収入状況届出書記入例
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３ 提出書類の記入例（２）収入状況再確認時（９月1日支給決定、入学時未申請者新規認定分）　イ　受給資格認定申請書・収入状況届出書記入例
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300,000

３ 提出書類の記入例（２）収入状況再確認時（９月1日支給決定、入学時未申請者新規認定分）　イ　受給資格認定申請書・収入状況届出書記入例
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３ 提出書類の記入例（２）収入状況再確認時（９月1日支給決定、入学時未申請者新規認定分）　イ　受給資格認定申請書・収入状況届出書記入例
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３ 提出書類の記入例（２）収入状況再確認時（９月1日支給決定、入学時未申請者新規認定分）　イ　受給資格認定申請書・収入状況届出書記入例
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３ 提出書類の記入例（２）収入状況再確認時（９月1日支給決定、入学時未申請者新規認定分）　イ　受給資格認定申請書・収入状況届出書記入例
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３ 提出書類の記入例（２）収入状況再確認時（９月1日支給決定、入学時未申請者新規認定分）　イ　受給資格認定申請書・収入状況届出書記入例
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福岡県教育委員会　殿

　以下のとおり提出します。

申請を行わない場合は、授業料を納付する必要があります。

申請します。

下記の該当する区分にチェックしてください。

①②のいずれかに該当する場合は、高校生等奨学給付金の支給対象となります。

高校生等奨学給付金支給対象者には、後日、申請書類等を郵送で送付します。

◆平成２９年７月１日現在の状況

①

□② 非課税世帯

□③ 課税世帯

ふりがな ふくおか たろう

（６月）

全員必ず提出してください。

平成２９年　６月　●日

確認書
（高等学校授業料の取扱い及び高校生等奨学給付金に関する確認書）

保護者等の連絡先 　（ＴＥＬ）　０９０　-　１２３４　-　５６７８

名

Ｂ．【高校生等奨学給付金】について

□

7月1日現在、生活保護（生業扶助）を受給している方は、非課税・課税にかかわらず、①
にチェックしてください。

□

□

生徒の氏名 姓 福岡 太郎

①
以
外
の
方

以下、Ａ・Ｂそれぞれ該当するものに必ずチェックを入れてください。

Ａ．【高等学校等就学支援金】について

（ピンク色の用紙）
「高等学校等就学支援金受給資格認定申請書・収入状況届出書
（様式１）」に課税証明書類を添付して、申請します。

　保護者等の所得が明らかに所得制限基準額を上回るため、申請しません（受給権を
放棄します）。※所得制限基準額とは市町村民税所得割額の保護者合算額が304,200円未満であること。

生活保護（生業扶助）受給世帯
（※奨学給付金は、生活保護の収入認定から除外されます。）

高校生等奨学給付金
の対象外です。

高校生等奨学給付金
の対象です。

平成29年度
市町村民税
所得割額

✔

✔

必ず該当する項目にチェックを入れてください。

３ 提出書類の記入例（２）収入状況再確認時（９月1日支給決定、入学時未申請者新規認定分）　ウ　確認書記入例
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４ 認定・不認定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



就学支援金関係の様式は下記のとおり

様式は 高等学校等就学支援金事務処理要領の一部改正について（２９教財第１４４号）

参照のこと

【様式一覧】

様式 要領様式 要綱様式 用紙の色

受給資格認定申請書/収入状況届出書 1 1 ピンク ※法定様式

資格認定通知 2 2 白色

資格不認定通知 3 3 白色

支給決定（予定）通知書 4 4 白色

資格消滅通知（所得制限） 5 5 白色

資格消滅通知（転学等） 6 白色

支給停止申出書 7 白色 ※法定様式

支給停止通知 8 白色

支給再開申出書 9 白色 ※法定様式

支給再開通知 10 白色

支払差止通知 11 白色

支給実績証明書申請書 12 白色

支給実績証明書 13 白色

４ 認定・不認定（１）受給資格、支給に関する様式一覧
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（要綱様式２）

1 認定番号 17-040-02-1001-1001

2 支給対象者

3 在籍高等学校等

4 学校種・課程等の別 高等学校（全日制）

5 高等学校等就学支援金支給者 福岡県教育委員会

6 認定年月

福岡県立〇〇高等学校事務室　高等学校等就学支援金担当

博多　太郎

平成29年4月

記

　あなたに支給される高等学校等就学支援金は，あなたが納めるべき授業料に係る債権の弁
済に充てられます。

２ ９ 〇 〇 第 〇 〇 〇 号
平 成 29 年 6 月 1 日

高等学校等就学支援金の受給資格認定について

　高等学校等就学支援金の支給に関する法律第４条の規定に基づき，高等学校等就学支援金
の受給資格について，下記のとおり認定しましたので通知します。

   博多　太郎　殿

  福岡市博多区東公園7-7
 〒812-8575

　ただし，上記内容は，高等学校等就学支援金の支給に関する法律第５条の規定により，各
月の初日に上記の高等学校等に在籍している場合に限り支給します。

【留意事項】

　電話　〇〇〇（〇〇〇）〇〇〇〇

　高等学校等就学支援金の受給資格認定通知を，複数受け取った場合（他の都道府県から受
け取った場合を含む）には，支給手続きを再確認する必要がありますので，以下の担当まで
連絡してください。

福岡県立〇〇高等学校

４ 認定・不認定（２）認定通知等出力システム（様式集）
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（要綱様式４）

 〒812-8575

  福岡市博多区東公園7-7

  博多　太郎　殿

１ 円

２

（単位：円）

4月分 6月分

9,900 9,900

10月分 12月分

4月分 6月分

【注意事項】

※

福岡県立〇〇高等学校事務室　高等学校等就学支援金担当
　電話　〇〇〇（〇〇〇）〇〇〇〇

　この通知による支給決定額は支給対象期間における予定額であり，当該期間中の在

籍状況や保護者の収入状況の変更等により，変更となる場合があります。

　この場合において，支給決定額が減額となるときは，所属する高等学校等に対して

変更前と変更後の差額に相当する授業料を納付しなければならないことがあります。

5月分

11月分 1月分 2月分 3月分

支 給 決 定 額 29,700

支給決定額内訳

5月分 7月分 8月分 9月分

9,900

記

２ ９ 〇 〇 第 〇 〇 〇 号

平 成 29 年 6 月 1 日

高等学校等就学支援金支給決定（支給予定）通知書

　高等学校等就学支援金については，福岡県県立高等学校等就学支援金交付要綱の規定に基

づき，下記のとおり支給することに決定したので通知します。

　なお，あなたに支給される高等学校等就学支援金は，あなたが納めるべき授業料に係る債

権の弁済に充てられます。

（平成２９年４月　～　平成２９年６月分）

４ 認定・不認定（２）認定通知等出力システム（様式集）
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2
0
1
7
/
0
4
/
0
1

9
9
0
0

0
3
6

1
0

1
0

8
1
2
-
8
5
7
5

1
7

3
1
0
0
3

福
岡

　
三

郎
ふ

く
お

か
　

さ
ぶ

ろ
う

2
0
0
1
/
1
0
/
0
3

福
岡

市
博

多
区

東
公

園
7
-
9

2
0
1
7
/
0
4
/
0
1

9
9
0
0

0
3
6

1
0

1
0

8
1
2
-
8
5
7
5

1
7

4
1
0
0
4

福
岡

　
四

郎
ふ

く
お

か
　

し
ろ

う
2
0
0
1
/
1
0
/
0
4

福
岡

市
博

多
区

東
公

園
7
-
1
0

2
0
1
7
/
0
4
/
0
1

9
9
0
0

0
3
6

1
0

1
0

8
1
2
-
8
5
7
5

5 6 7 8 9 1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

・
認

定
通

知
書

・
支

給
決

定
通

知
書

や
不

認
定

通
知

書
の

エ
ク

セ
ル

フ
ァ

イ
ル

の
シ

ー
ト

の
ひ

と
つ

に
st

u
de

n
tシ

ー
ト

が
あ

る
。

・
st

u
de

n
tシ

ー
ト

が
あ

る
エ

ク
セ

ル
フ

ァ
イ

ル
は

生
徒

及
び

保
護

者
の

情
報

を
多

分
に

含
ん

で
い

る
た

め
、

パ
ス

ワ
ー

ド
を

設
定

す
る

な
ど

適
正

な
情

報
管

理
に

努
め

る
必

要
が

あ
る

。

【
内

容
１

】
「
項

目
８

　
減

免
額

（
月

額
）
」
に

つ
い

て
は

、
ど

の
よ

う
な

入
力

を
行

う
の

か
。

　
→

　
全

員
一

律
に

「
０

」
を

入
力

す
る

こ
と

。

【
内

容
２

】
両

親
の

一
方

が
控

除
対

象
配

偶
者

で
あ

り
、

も
う

一
方

の
市

町
村

民
税

所
得

割
額

が
３

０
０

，
０

０
０

円
未

満
で

あ
る

た
め

、
控

除
対

象
配

偶
者

の
所

得
証

明
書

等
が

提
出

不
要

。
（
３

０
万

円
以

上
だ

と
控

除
対

象
配

偶
者

で
も

所
得

証
明

書
等

を
提

出
す

る
必

要
が

あ
る

。
）

こ
の

場
合

の
「
項

目
１

２
　

保
護

者
２

の
所

得
確

認
」
及

び
「
項

目
１

３
　

保
護

者
２

の
市

町
村

民
所

得
割

額
」
の

入
力

方
法

。
　

→
　

「
項

目
１

２
　

保
護

者
２

の
所

得
確

認
」
　

：
　

「
１

」
を

入
力

　
　

　
 「

項
目

１
３

　
保

護
者

２
の

市
町

村
民

所
得

割
額

」
　

：
　

「
０

」
を

入
力

４ 認定・不認定（２）認定通知等出力システム（様式集）
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年度 29

学校番号 1001 【県立学校】1001～　（例）青豊：1001

学校名 〇〇 高等学校

課程 全日制

電話番号 〇〇〇（〇〇〇）〇〇〇〇

文書番号 ２９〇〇第〇〇〇号 9900

文書日付 平成２９年６月１日 支給決定通知

始期 終期 ４月 ５月

支給決定通知期間 平成２９年４月 平成２９年６月 ○ ○

9900 9900

生徒氏名

連続印刷開始番号 1 福岡　太郎

連続印刷終了番号 3 福岡　三郎

個別印刷番号 1 福岡　太郎

　認定番号は

　17（認定年度）-040（都道府県コード）-02（都道府県立）-1001（学校コード）-1001（通し番号）

　となる。

（平成29年度に新規申請した場合の認定番号は1～3年生全て17から始まる。）

通し番号については原則

　全日制　１００１～

　定時制　３００１～

　通信制　５００１～

であるが、学校の実態に応じて任意で番号を取得してもよい。

※認定番号が重複することのないよう留意すること。

17-040-02-1001-1001

平成29年

認定番号

17-040-02-1001-1001

17-040-02-1001-1003

４ 認定・不認定（２）認定通知等出力システム（様式集）
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（要綱様式３）

（理由）

（備考）
１

福岡県立○○高等学校事務室　高等学校等就学支援金担当
　電話　○○（○○○○）○○○○

文部科学省初等中等教育局財務課高校修学支援室
　電話　０３（５２５３）４１１１

２

高等学校等就学支援金の受給資格認定について

記

　所得要件を満たさないため

　今回の認定申請については所得要件を満たさないため不認定となりますが，次回以降の
収入状況届出書等の提出時期（次年度以降の市町村民税所得割額の確認時期）において，
所得要件を満たすこととなる場合には，就学支援金の受給が可能となるため，再度，受給
資格認定の申請を行ってください。

２ ９ ○ ○ 第 ○ ○ ○ 号
平 成 ２ ９ 年 ６ 月 １ 日

福岡市博多区東公園7-7
〒812-8575

福岡　太郎　殿

　この決定については，この決定があったことを知った日の翌日から起算して6月以内
に，福岡県教育委員会を被告として，処分の取消しの訴えを提起することができます
（なお，この決定があったことを知った日の翌日から起算して6月以内であっても，こ
の決定の日の翌日から起算して1年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することが
できなくなります。）。ただし，上記1の審査請求をした場合には，当該審査請求に対
する裁決があったことを知った日の翌日から起算して6月以内に，処分の取消しの訴え
を提起することができます（なお，当該審査請求に対する裁決があったことを知った
日の翌日から起算して6月以内であっても，当該裁決の日の翌日から起算して1年を経
過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。

　４月から６月分授業料を福岡県立学校授業料等徴収条例に従って，平成２９年６月２０
日までに納付してください。

　高等学校等就学支援金の支給に関する法律第４条の規定に基づく貴殿からの申請につい
ては，下記の理由により却下しましたので通知します。

　その上で，審査請求を行う場合は，文部科学省高校修学支援室まで，審査請求の方法等
についてお問い合わせください。

　この決定に不服がある場合には，この決定があったことを知った日の翌日から起算
して3月以内に，文部科学大臣に対して審査請求をすることができます（なお，この決
定があったことを知った日の翌日から起算して3月以内であっても，この決定の日の翌
日から起算して1年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。

　まず，審査請求を行う前に，却下に至った事実関係について，下記学校担当者まで
確認してください。

４ 認定・不認定（３）不認定通知等出力システム（様式集）
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（別紙１）
公印省略

　１　４月、５月分授業料（月額9,900円）

　　（１）納期限　

　　（２）納付方法

　　　※口座振替手続をしている場合でも、指定口座から引き落とされません。

　２　６月分授業料及び校納金（月額　授業料9,900円　校納金○○○円）

　　（１）口座振替手続をしている場合

　　（２）口座振替手続をしていない場合

　　　　ア　６月分の校納金を既に納付している場合

　　　　　　　学校事務室まで連絡してください。

　　　　　　　別添「納入通知書兼領収書」で納付できません。

　　　　　　　７月分以降の校納金を納付している場合も連絡してください。

　　　　イ　上記ア以外の場合

　　　　　①　納期限　

　　　　　　　平成２９年６月２０日（火）

　　　　　②　納付方法

　　　　      別添「授業料納入通知書兼領収書」により学校窓口で納付してください。

              ※福岡県指定金融機関等で納付できません。

　　　　ウ　７月分以降の納付書

　　　　　　　授業料を記載した納付書を後日配付します。

　　　　　　　納付書が配付されるまで７月分以降の校納金を納付しないでください。

　平成２９年６月２０日（火）に指定口座から引き落とされます。

２ ９ ○ ○ 第 ○ ○ ○ 号

〒812-8575
平 成 ２ ９ 年 ６ 月 １ 日

福岡市博多区東公園7-7
福岡　太郎　殿

福岡県立○○高等学校長 

平成２９年度４月分から６月分授業料について

　高等学校等就学支援金の申請については、別添通知書のとおり却下されました。
　ついては、４月分から６月分の授業料等を下記により納入してください。

記

　別添「納入通知（納付）書兼領収証」により学校窓口又は福岡県指定金融機関等
で納付してください。

　平成２９年６月２０日（火）

４ 認定・不認定（３）不認定通知等出力システム（様式集）
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年度 29

学校番号 1040 【県立学校】1001～　（例）青豊：1001

学校名 ○○ 高等学校

課程 全日制

電話番号 ○○○（○○○）○○○○

文書番号 ２９○○第○○○号

文書日付 平成２９年６月１日

授業料納期 平成２９年６月２０日

生徒氏名

連続印刷開始番号 1 福岡　太郎

連続印刷終了番号 3 福岡　三郎

個別印刷番号 1 福岡　太郎

４ 認定・不認定（３）不認定通知等出力システム（様式集）
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高等学校等就学支援金に係る受給資格認定について 

 

 

１ 就学支援金申請者（確認書で申請の意志を示している者を含む）で、所得

確認書類等が未提出の者については、「高等学校等就学支援金事務処理要領

（各県立学校事務担当者用）」P17Q５－９（申請書は提出したが、課税証明

書等の提出が遅れている場合の例）に準じて、可能な限り柔軟に受付を行う

ようにすること。（６月１日付で不認定通知書を送付しないこと。） 

 

２ 所得確認書類が５月１日以降に提出された場合でも、やむを得ない事由で

書類の提出が遅れたものと所属で整理し、受給資格は４月から認定すること。

（その場合、申請書の日付は必ず４月とすること。） 

 

３ 市町村民税所得割額は税額控除額を差し引いた後の額で確認すること。 

（参考：１月３１日説明会資料） 

 「文部科学省資料 「所得制限・加算の基準額（夫婦片働き、高校生、中学

生のモデル世帯）」 

４ 認定・不認定（４）受給資格認定について（提出期限の延長）
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税額控除前所得割額④ 199 200

税 額 控 除 額 ⑤ 1 500

所 得 割 額 ⑥ 197 700

均 等 割 額 ⑦ 3 000

税額控除前所得割額④ 132 800

税 額 控 除 額 ⑤ 1 000

所 得 割 額 ⑥ 131 800

均 等 割 額 ⑦ 1 500

334 000

0

0

0

334 000

*** *** ***

*** *** ***

** 月

年度を必ず確認すること

差引納付額(⑧-⑪-⑨,⑩)

変 更 前 税 額 ⑫

同

老

老

人

同

障

そ

の

他

他

障

未

成

年

者

特

障

他

障

寡

婦

増 減 額 （ ⑧ － ⑫ ）

給 与 収 入

給 与 所 得

その他の所得計

変 更 月

税
　
　
　
　
　
額

市
民
税

県
民
税

特 別 徴 収 税 額 ⑧

控 除 不 足 額 ⑨

既 充 当 額 ⑩

既 納 付 額 ⑪

特

寡

上場株式等の配当

先 物 取 引

譲

渡

･

一

時

配

当

給

与

雑

　

歳

未

満

老

配

控

配

扶養親族該当区分

課
 
税
 
標
 
準

総 所 得 ③

山 林 所 得

分離短期譲渡

分離長期譲渡
株 式 等 の 譲

渡

特

障

特

定

税

配 偶 者 特 別

扶 養

配 偶 者

基 礎

所得控除合計②

所
　
得
　
控
　
除

市

(

町
村

)

民
税

県
民
税

特 別 徴 収 税 額 ⑧

平成29年度 給与所得等に係る市民税・県民税 特別徴収税額の決定・変更通知書（納税義務者用）

主 た る 給 与

以 外 の 合 算

所 得 区 分

総所得金額①

障 ・ 寡 ・ 勤

所
 
得

営

業

等

農

業

不

動

利

子

雑 損

800

税額控除前所得割額④

税 額 控 除 額 ⑤

所 得 割 額 ⑥

均 等 割 額 ⑦

税額控除前所得割額④

税 額 控 除 額 ⑤

所 得 割 額 ⑥

1 500

医 療 費

社 会 保 険 料

小規模企業共済

生 命 保 険 料

地 震 保 険 料

市町村民税の所得割
額⑥の欄により認定
すること

繰

越

損

失

勤

労

学

生

寡

夫

本人該当区分

334 000

均 等 割 額 ⑦

199 200

1 500

197 700

3 000

800132

1 000

131

16

４ 認定・不認定（５）市町村民税所得割額の見方について
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事 務 連 絡  

平成２９年５月２２日  

 

 各県立学校就学支援金担当者 様 

 

                                           財務課学校予算係                                              

 

 

高等学校等就学支援金に係る資格認定通知書等の送付について 

 

 

 福岡県県立高等学校等就学支援金交付要綱第４条及び第５条の規定により資格認定通知

等を行う必要があります。 

ついては、資格認定通知書の送付等を下記により行ってください。 

 

記 

 

１ 認定通知日 

平成２９年６月１日 

 

２ 認定通知書等送付日 

平成２９年６月１日（木） 

 

３ 送付方法 

郵送 

 

４ 送付書類等 

（１）受給資格認定者 

ア 受給資格認定通知書（要綱様式２） 

イ 支給決定通知書（要綱様式４） 

※ 第２学年及び第３学年の既に受給資格を有する者に対して、支給決定通知書を

送付しないこと。 

（２）受給資格不認定者 

ア 受給資格不認定通知書（要綱様式３） 

イ 納入通知（納付）書兼領収証（４月分及び５月分） 

※ 下記５（２）参照 

ウ 平成２９年度授業料納入通知書兼領収書（手書納付書）（６月分） 

「授業料等納付書（元符）」及び「授業料等納入済通知書」については、事

務室で保管し配付しないこと。 

※ 下記５（４）参照 

エ 平成２９年度４月分から６月分授業料について（別紙１） 

 

※ 定時制の場合、イ及びウは任意様式によること。 

※ 全日制の場合、ウは口座振替手続を行っていない者のみに送付すること。 

※ エは（別紙１）を参考に各所属で内容を修正し作成すること。 

４ 認定・不認定（６）高等学校等就学支援金事務に係る認定通知の送付について
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５ その他 

（１）各様式については、記入例を参考に作成すること。 

（２）４月分及び５月分の全日制課程授業料は、下記により調定を行い、財務会計システ

ムで作成した納入通知書を配付すること。 

   なお、４月分と５月分は分けて調定すること。 

ア 業務 

【３０１】調定（一般・個別） 

イ 略科目コード 

２２４４【全日制課程授業料（遡及分）】 

ウ システム区分 

一般 

エ 調定日 

平成２９年６月１日 

オ 納期限 

平成２９年６月２０日 

（３）既に配付している前期分納入通知書で６月分以降の校納金が納付済みである場合

は、６月分以降の授業料は上記５（２）に準じて調定を行い、財務会計システムで作

成した納入通知書で納付する必要があること。 

なお、納期限については、各月の２０日であること。 

（４）授業料納入通知書兼領収書（手書納付書）については、下記を参考に作成すること。 

ア 口座振替手続を行っていない者のみに送付すること。 

イ 納入通知日は６月１日とすること。 

ウ 校納金の額を記入すること。 

エ 納期限は６月２０日とすること。 

オ 「授業料等納付書（元符）」及び「授業料等納入済通知書」については、事

務室で保管し、配付しないこと。 

  また、学校番号の上に学校名を記載すること。 

カ 納付場所欄の「○福岡県指定金融機関の本・支店」「○福岡県指定代理金融

機関の本・支店」「○福岡県収納代理金融機関の本・支店」「上記」を朱書き

で削除すること。 

キ 授業料納入通知書兼領収書及び校納金納入通知書兼領収書の「領収日付印」

の下又は左に「学校窓口のみで収納」と朱書きすること。 

ク ７月分以降の授業料納入通知書を配付する際は、６月分授業料が重複しない

よう配付すること。 

４ 認定・不認定（６）高等学校等就学支援金事務に係る認定通知の送付について
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（要綱様式３）

（理由）

（備考）
１

福岡県立○○高等学校事務室　高等学校等就学支援金担当
　電話　○○（○○○○）○○○○

文部科学省初等中等教育局財務課高校修学支援室
　電話　０３（５２５３）４１１１

２

高等学校等就学支援金の受給資格認定について

記

　所得要件を満たさないため

　今回の認定申請については所得要件を満たさないため不認定となりますが，次回以降の
収入状況届出書等の提出時期（次年度以降の市町村民税所得割額の確認時期）において，
所得要件を満たすこととなる場合には，就学支援金の受給が可能となるため，再度，受給
資格認定の申請を行ってください。

２ ９ ○ ○ 第 ○ ○ ○ 号
平 成 ２ ９ 年 ６ 月 １ 日

福岡市博多区東公園7-7
〒812-8575

福岡　太郎　殿

　この決定については，この決定があったことを知った日の翌日から起算して6月以内
に，福岡県教育委員会を被告として，処分の取消しの訴えを提起することができます
（なお，この決定があったことを知った日の翌日から起算して6月以内であっても，こ
の決定の日の翌日から起算して1年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することが
できなくなります。）。ただし，上記1の審査請求をした場合には，当該審査請求に対
する裁決があったことを知った日の翌日から起算して6月以内に，処分の取消しの訴え
を提起することができます（なお，当該審査請求に対する裁決があったことを知った
日の翌日から起算して6月以内であっても，当該裁決の日の翌日から起算して1年を経
過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。

　４月から６月分授業料を福岡県立学校授業料等徴収条例に従って，平成２９年６月２０
日までに納付してください。

　高等学校等就学支援金の支給に関する法律第４条の規定に基づく貴殿からの申請につい
ては，下記の理由により却下しましたので通知します。

　その上で，審査請求を行う場合は，文部科学省高校修学支援室まで，審査請求の方法等
についてお問い合わせください。

　この決定に不服がある場合には，この決定があったことを知った日の翌日から起算
して3月以内に，文部科学大臣に対して審査請求をすることができます（なお，この決
定があったことを知った日の翌日から起算して3月以内であっても，この決定の日の翌
日から起算して1年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。

　まず，審査請求を行う前に，却下に至った事実関係について，下記学校担当者まで
確認してください。

４ 認定・不認定（７）遡及徴収（不認定者）　ア　６月1日付けで不認定者となり、４月に遡って授業料を徴収する場合（ア）認定却下通知、授業料納入通知
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（別紙１）
公印省略

　１　４月、５月分授業料（月額9,900円）

　　（１）納期限　

　　（２）納付方法

　　　※口座振替手続をしている場合でも、指定口座から引き落とされません。

　２　６月分授業料及び校納金（月額　授業料9,900円　校納金○○○円）

　　（１）口座振替手続をしている場合

　　（２）口座振替手続をしていない場合

　　　　ア　６月分の校納金を既に納付している場合

　　　　　　　学校事務室まで連絡してください。

　　　　　　　別添「納入通知書兼領収書」で納付できません。

　　　　　　　７月分以降の校納金を納付している場合も連絡してください。

　　　　イ　上記ア以外の場合

　　　　　①　納期限　

　　　　　　　平成２９年６月２０日（火）

　　　　　②　納付方法

　　　　      別添「授業料納入通知書兼領収書」により学校窓口で納付してください。

              ※福岡県指定金融機関等で納付できません。

　　　　ウ　７月分以降の納付書

　　　　　　　授業料を記載した納付書を後日配付します。

　　　　　　　納付書が配付されるまで７月分以降の校納金を納付しないでください。

　平成２９年６月２０日（火）に指定口座から引き落とされます。

２ ９ ○ ○ 第 ○ ○ ○ 号

〒812-8575
平 成 ２ ９ 年 ６ 月 １ 日

福岡市博多区東公園7-7
福岡　太郎　殿

福岡県立○○高等学校長 

平成２９年度４月分から６月分授業料について

　高等学校等就学支援金の申請については、別添通知書のとおり却下されました。
　ついては、４月分から６月分の授業料等を下記により納入してください。

記

　別添「納入通知（納付）書兼領収証」により学校窓口又は福岡県指定金融機関等
で納付してください。

　平成２９年６月２０日（火）

４ 認定・不認定（７）遡及徴収（不認定者）　ア　６月1日付けで不認定者となり、４月に遡って授業料を徴収する場合（ア）認定却下通知、授業料納入通知
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４ 認定・不認定（７）遡及徴収（不認定者）　ア　６月1日付けで不認定者となり、４月に遡って授業料を徴収する場合（イ）納入通知書作成
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公印省略 

２ ９教財第４８号 

平成２９年４月１３日 

 

各県立高等学校長  

輝翔館中等教育学校長 

 

教育庁総務部財務課長   

（学校予算係）    

 

高等学校等就学支援金事務等に使用する公印の印影印刷文書に係る 

受払簿の作成について（通知） 

 

このことについて、福岡県教育庁文書管理規程運用要綱第５の３（２）及び福岡県文

書管理規程の運用について（通達）第５の３（３）の規定に基づき、下記のとおり受払

簿を作成し、適正に管理していただきますようお願いします。 

 なお、平成２７年５月２１日２７教財第１１０号「高等学校等就学支援金事務等に使

用する公印の印影印刷文書に係る受払簿の作成について」は廃止します。 

 

 

記 

 

１ 対象文書 

福岡県教育委員会公印管守規程別表第１番号１に規定する教育委員会印の印影印 

刷をした文書 

 

２ 作成について 

  別添様式に以下の要領で作成すること。 

（１）「年月日」には、受け入れ又は払い出した日付を記入すること。 

（２）「文書名及び文書番号」には、受け入れ又は払い出した文書名及び文書番号を記

入すること。 

（３）「受」には受け入れた部数を、「払」には払い出した部数を、「残」には差引残の

部数を記入すること。 

（４）「担当者印」、「事務長印」には受け入れ又は払い出しの都度、押印すること。 

 

 

 殿 

４ 認定・不認定（８）高等学校等就支援金事務等に使用する公印の印影印刷文書に係る受払簿について　ア　公印の印影印刷文書に係る受払簿の作成について
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４ 認定・不認定（８）高等学校等就支援金事務等に使用する公印の印影印刷文書に係る受払簿について　イ　印影印刷受払簿様式・記入例
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４ 認定・不認定（８）高等学校等就支援金事務等に使用する公印の印影印刷文書に係る受払簿について　イ　印影印刷受払簿様式・記入例
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